チュウショウ キギョウ カイケイ キジュン ニ カンスル イチコウサツ by 高木 泰典 et al.



































A study on financial reporting standard 
for small and medium-sized entities 
 
高 木 泰 典 
Yasunori TAKAGI 
研究論文 





















































































次の 3 つのレベルのものがあると表明した。（157 号、後の号で一部修正）レベル 1 は、活
発な市場がある資産・負債に関しては、公表価格をそのまま用いる。レベル 2 は、レベル 1
の公表価格が入手不能の場合は、①類似資産・負債の価格を用いる。②過去に成立した市場




























 平成 14 年から中小企業庁、日本税理士会連合会、日本公認会計士協会が、それぞれ、中
小企業の会計に関する研究を始めた結果、中小企業庁の「中小企業の会計に関する研究会報
告書」（平成 14 年 6 月）、日本税理士会連合会の「中小会社会計基準」（平成 14 年 12 月）、
日本公認会計士協会の「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」（平成 15 年 6 月）の 3 
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担を考慮して、金額的重要性がない場合は、従前の原価法も認めている。 







を受け入れないできた IFRS との戦いが始まったとみると、IFRS に弱いこれまでの、日本
の対応が嘆かれる。 
平成 22 年 3 月に、国際基準に沿う「資産除去債務に関する会計基準」「企業結合に関する
会計基準」に対応した会計処理の見直しが行われた。 






































ラーを委員長とする国際会計委員会（Committee on International Accounting）を設置し研














（International Financial Reporting Standard for Small and Medium-sized Entities, 
IFRS for SMEs）を 2009 年 7 月 9 日に公表した。 2003 年から IASB では、中小企業版の
IFRS の論議が展開され、その結果、中小企業版 IFRS の作成が行われることになった。中
小企業版 IFRS は、ASBJ によれば、世界中の中小企業との広範な協議を伴う 5 年の開発過
程の成果であるという。中小企業版 IFRS は、完全版の簡略化、中小企業に関連する項目以
外は排除、複数のオプションの簡略化を行っている。国際基準が、国際的な金融・資本市場
















制定し、その手助けをしているという IASB の云い分は、まさに、小国には、中小企業版 IFRS
の採用をという IASB の姿勢は、完全版と併せ、国際会計基準を全世界に広げる意図が見え
見えである。日本は、こうした状況を見ながら何年手をこまねいてきたか。「中小企業会計基





IASB は、中小企業版 IFRS は零細企業（micro entities）にも適切性があると主張してい
るが、日本も遅ればせながら、非上場会社の会計基準のあり方を検討するための、「非上場会


















年 11 月のイギリスの会計基準審議会の「小規模事業の財務報告基準」（Financial Reporting 























































日本公認会計士協会が、中小企業 IFRS に対するコメントで、「IASB が採用したアプローチ


















1) 一般には、収益・費用アプローチ、資産・負債アプローチという表現が用いられている。revenue and 
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